
 

 

 

2 月 20 日（木）水戸で 

「育児休業・介護休暇に関する規程及び各就業規則の改正等」について 

3 地区合同団体交渉行われる！ 
当組合からは浅木副委員長と安田委員が出席しました。 

その後農学部労働組合として学長あてに、育児休業・介護休暇の取得が可能となる職場環境をつく

るために学内でのサポート体制（別添事例参照）を整備するよう希望する意見書を提出いたしまし

た。今回は主な規則の改正内容をお知らせいたします。 

 

●父親も子育てができる働き方の実現を目指します 

① 父母がともに育児休業を取得できるように改正（パパ・ママ育休プラス） 

法改正により、配偶者が専業主婦（夫）や育児休暇中である場合であっても、育児休業の申し

出が可能となりました。 

② 妻が出産後 8 週間以内の父親の育児休業取得の促進 

 育児休業を再取得する場合には、本来「特別な事情」がある場合に限られているが、配偶者の

出産後 8 週間以内に男性職員が育児休業を取得した場合、特別な事情がなくても「再度の育児休

業」の取得が可能となった（育児休業が産後 8 週間以内に終了していることが条件）。 

 

●子育て期間中の働き方を見直します 

①「短時間勤務制度」の義務化に基づく制度の創設 

 法改正により、3 歳に満たない子を養育する教職員が希望すれば利用できる短期間勤務制度を

設けることが事業主に義務化された。 

＊1 週 28 時間 45 分以上の勤務の場合･･･退職金減額なし 

＊1 週 28 時間 45 分未満の勤務の場合･･･退職金減額あり 

 

●仕事と介護の両立支援を促進します 

①「介護特別休暇」の創設 

   法改正により、介護のための短期休暇の整備が義務化され、要介護状態となる対象家族が 1

人なら年 5 日、2 人以上の場合、年 10 日を付与することになった。 
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(資料) 

 この資料は、今回の「就業規則改正」に対する組合の意見書にただし書で添付したもので 

国立大学法人東京農工大学 女性未来育成機構  発行の資料です。 

 

 

 


